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令和４年度第２次補正予算案（国土強靱化関係）の概要

●「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）〔事業規模おおむね15兆円
程度〕の予算措置を伴う事業※について、経費を計上した。

●同対策に基づき、 ・激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
・予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策の加速

・国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進
の各分野について、更なる加速化・深化を図る。

●その他、本年に発生した災害等を踏まえ、国土強靱化基本計画に基づき国土強靱化の取組を着実に推進。

国土強靱化関係補正予算（案） 国費 １兆８,９２５億円

うち、「５か年加速化対策（加速化・深化分）」 国費 １兆５,３４１億円

（事業費 ２兆９,０５０億円）

うち、公共事業関係費 国費 １兆２,５０２億円

うち、公共事業関係費 国費 １兆３,５３６億円

（事業費 ２兆０,６３１億円）

（事業費 ２兆３,７０７億円）

（事業費 １兆９,３７１億円）

※）上記のほか、民間事業者等による事業が含まれる。対策の進捗状況については、今後フォローアップを定期的に行い、公表する予定である。

●なお、本予算の執行に当たっては、適正な積算の実施や工期の設定、施工時期の平準化や地域の実情を踏まえた
適切な規模での発注等に努めるとともに、複数年にわたるような大規模な事業等を円滑に実施できるよう、国庫債務

負担行為の柔軟な活用等を推進する。
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５か年加速化対策（加速化・深化分）の進捗状況

区 分
事業規模の目途

<閣議決定時>

<１年目>
令和２年度第３次補正等

<２年目>
令和３年度補正等

<３年目>
令和４年度第２次補正

累 計

事業規模
うち国費

[うち公共]
事業規模

うち国費

[うち公共]
事業規模

うち国費

[うち公共]

防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策（加速化・深化分）

おおむね

15兆円程度

（うち国費は

7兆円台半ば）

約4.16兆円
約1.97兆円

[約1.65兆円]
約3.02兆円

約1.52兆円

[約1.25兆円]
約2.37兆円

約1.53兆円

[約1.25兆円]

事業規模 約9.6兆円

（うち国費 約5.0兆円）

１ 激甚化する風水害や切迫する大規

模地震等への対策

おおむね

12.3兆円程度
約3.46兆円 約1.54兆円 約2.45兆円 約1.15兆円 約1.79兆円 約1.14兆円 事業規模 約7.7兆円

２ 予防保全型メンテナンスへの転換

に向けた老朽化対策

おおむね

2.7兆円程度
約0.68兆円 約0.40兆円 約0.50兆円 約0.30兆円 約0.47兆円 約0.29兆円 事業規模 約1.6兆円

３ 国土強靱化に関する施策を効率的

に進めるためのデジタル化等の推進

おおむね

0.2兆円程度
約0.03兆円 約0.03兆円 約0.07兆円 約0.07兆円 約0.10兆円 約0.10兆円 事業規模 約0.2兆円

（注１） 事業規模には財政投融資によるものも含まれる。

（注２） 四捨五入の関係で合計が合わないところがある。

【令和４年１1月時点の集計】
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＜施策例：５か年加速化対策分＞

・道路ネットワーク、鉄道等の機能強化

・市街地等の緊急輸送道路における無電柱化の推進

・水道施設の耐災害性強化

・一般廃棄物処理施設の強靱化 等

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策（ 国費１兆１,４０３億円 事業費１兆７,９４８億円）

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策（国費６ ,６０８億円 事業費１兆２８７億円）
・流域治水対策（河川、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上）

・港湾における津波対策

・地震時等に著しく危険な密集市街地対策、災害に強い市街地形成に関する対策

・防災重点農業用ため池、治山施設、森林、漁港施設等の強靱化

・医療施設、社会福祉施設等の耐災害性強化

・自衛隊、緊急消防援助隊、警察の装備資機材等の増強 等
（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策

（国費４,７９６億円 事業費７,６６２億円）

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策（ 国費２,９２７億円 事業費４,７４８億円）

・河川・ダム・道路・都市公園・港湾・鉄道・空港等の老朽化対策

・農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策

・公立小中学校施設の老朽化対策、国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策 等

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化（国費２３４億円 事業費２３４億円）

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進（ 国費１,０１１億円 事業費１,０１１億円）

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化（国費７７７億円 事業費７７８億円）

・河川、道路、港湾等におけるデジタル化の推進

・安定した地殻変動監視のための電子基準点網の耐災害性の強化 等

・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化

・被害情報等の把握及び共有のためのシステム整備 等

＜施策例：その他＞（国費３,５８３億円 事業費５,３４３億円）

・改良復旧等の実施 ・準天頂衛星システムの開発加速等 等

※四捨五入の関係で合計があわないところがある。 ３



国土強靱化関係令和４年度第２次補正予算案 府省庁別概要
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（国費、単位：百万円）

主な実施内容

（上段）５か年加速化対策（加速化・深化分）
（下段）その他

━ 0

災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進 25

━ 0

次期総合防災情報システムの整備等/日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策における積雪寒冷
を踏まえた避難対策の推進、準天頂衛星システムの開発加速等

10,927

警察用航空機等の更新整備、災害用装備資機材の充実強化 8,115

警察情報通信設備等に関する対策等 9,061

大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策、NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策、消防指
令システムの高度化等に係る対策、住民等への情報伝達手段の多重化・多様化対策、自治体庁舎
等における非常用通信手段の確保対策、地域防災力の中核を担う消防団に関する対策

5,273

緊急消防援助隊等の充実強化、防災情報の伝達体制等の強化、リモートセンシング技術のユーザー
最適型データ提供に関する研究開発、「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災
害性強化、インターネットの通信サービスの脆弱性分析に関する調査研究

4,230

25
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内閣府 10,927

 警察庁

府省庁名

内閣官房

17,177

 総務省 9,503



（国費、単位：百万円）

５

主な実施内容

（上段）５か年加速化対策（加速化・深化分）
（下段）その他

法務省施設の耐震化等 18,138

━ 0

学校施設や国立研究開発法人等の防災機能強化・老朽化対策・耐震対策等、文化財等の防火対
策、地震・津波観測網等の強化等

116,813

学校施設等の防災機能強化・老朽化対策・耐震対策等、国立文化施設等における来館者の安全確
保等にかかる対策、H3ロケット等、通信衛星の開発等

179,248

社会福祉施設等の耐震化、社会福祉施設等のブロック塀等に関する緊急対策、社会福祉施設等の
非常用自家発電設備に関する緊急対策、社会福祉施設等の水害対策強化対策、医療施設の倒壊
の危険性があるブロック塀の改修等の促進、水道施設の耐震化等の推進

37,608

災害拠点精神科病院の設置を進めるための医療施設の耐震化及び設備等の整備の促進、医療施
設の耐震化、医療施設の給水設備・非常用自家発電装置の整備の促進　等

3,238

流域治水対策（農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上、海岸堤防等の整備）、ため池の防災
工事等の推進、山地災害危険地区等における治山対策・森林整備対策、漁港施設の耐震・耐津波・
耐浪化等の対策、卸売市場の防災・減災対策、園芸産地事業継続対策、農業水利施設・海岸保全
施設等の老朽化対策や豪雨・地震対策の推進

152,990

再度災害の防止の観点から未被災箇所等を含めた改良復旧等の実施 7,691

令和４年度第２次
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 農林水産省

 厚生労働省

160,681

府省庁名

40,847

法務省 18,138

文部科学省 296,061
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（国費、単位：百万円）

主な実施内容

（上段）５か年加速化対策（加速化・深化分）
（下段）その他

工業用水道の整備 1,450

休廃止鉱山鉱害防止等工事、災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進、
災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援、産業保安高度化推進

4,927

気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」の推進、南海トラフ地震、首都直下地震等
を見据えた住宅・建築物の耐災害性の強化、津波対策、被災後速やかな通行を可能とする高規格道
路のミッシングリンク解消、直轄国道等の防災対策、無電柱化を含む道路インフラの局所対策、交通
ネットワーク（鉄道、港湾・航路等）の耐災害性の強化、河川・ダム、道路、都市公園、鉄道、港湾等の
重要インフラに係る老朽化対策、３次元モデル、カメラ画像等を活用したインフラの整備、管理などデ
ジタル化の推進、地図情報等の整備による被害低減、電子基準点網の耐災害性強化、線状降水
帯、台風等による大雨等の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策、盛土による災害の防
止、走錨事故等防止対策、航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策、電源喪失対策、監
視体制強化対策及び信頼性向上対策）、航路標識の老朽化等対策、海上保安施設等の耐災害性
強化対策　等

1,116,598

再度災害の防止の観点から未災箇所等を含めた改良復旧等の実施　等 95,719

循環型社会形成推進交付金等による一般廃棄物処理施設の防災機能の向上への支援、自然生態
系の機能を活かした社会の強靱性の向上、海岸漂着物等に関する緊急対策、環境配慮･防災まちづ
くり浄化槽整備推進事業、地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エ
ネルギー設備等導入推進事業、モニタリングポストの機能維持に関する緊急対策　等

62,833

災害廃棄物仮置場整備の支援、有害物質による健康被害を防ぐための調査、放射線測定インフラの
機能維持に関する強化事業　等

6,251
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 環境省 69,084

 国土交通省

 経済産業省 6,377

府省庁名

1,212,316
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（国費、単位：百万円）

主な実施内容

（上段）５か年加速化対策（加速化・深化分）
（下段）その他

自衛隊の災害への対処能力の強化等（自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策、自衛隊施設のイン
フラ基盤強化対策、自衛隊施設の建物等の強化対策）

14,321

自衛隊の災害への対処能力の強化等（トラック等の取得、作業服等の整備、天幕類等の取得）、自衛
隊等の変化する安全保障環境への対応（航空機等の維持整備）

37,008

1,534,139
（うち公共事業関係費 ）

1,250,201 1,892,464

（うち公共事業関係費 ）

358,326 1,353,557

（うち公共事業関係費 ）

103,356

令和４年度第２次
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合計

防衛省 51,329

府省庁名


